
資料 １

和光市告示第 号

和光市国民健康保険被保険者資格証明書交付要綱を次のように定める。

令和 年 月 日

和光市長 柴﨑 光子

和光市国民健康保険被保険者資格証明書交付要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、国民健康保険の被保険者間の負担の公平及び公正を図るとともに、

和光市国民健康保険税（以下「国保税」という。）の収納の確保を図るため、国民健康

保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）第９条第６項の規定による

国民健康保険被保険者資格証明書（以下「資格証明書」という。）の交付について必要

な事項を定めるものとする。

（返還請求対象者）

第２条 法第９条第３項又は第４項の規定により国民健康保険被保険者証（以下「被保険

者証」という。）の返還を求める者は、同条第３項に規定する世帯主で、かつ、次の各

号のいずれかに該当するものとする。

⑴ 国保税の納税相談又は納税指導に応じず、かつ、国保税を納税する意思が認められ

ない者

⑵ 所得及び資産の状況から、十分な国保税の負担能力があると認められる者

⑶ 国保税の納税相談又は納税指導により決定した納付計画、分納誓約等を正当な理由

なく履行しない者

⑷ 差押財産の名義変更等により滞納処分を意図的に免れようとしたことが認められる

者

（弁明の機会の付与）

第３条 市長は、法第９条第３項又は第４項の規定により被保険者証の返還を求めるとき

は、国民健康保険被保険者証の返還請求予告兼弁明の機会付与通知書（様式第１号）及

び弁明書（様式第２号）により通知し、弁明の機会を付与するものとする。

（被保険者証の返還請求）

第４条 市長は、弁明書が提出期限までに提出されないとき又は弁明によっても被保険者

証の返還を求めることが正当と認められるときは、和光市国民健康保険に関する規則（

平成３０年規則第３７号）様式第１０号により通知し、被保険者証の返還を求めるもの

とする。



（被保険者証の検認）

第５条 市長は、被保険者証が返還期限までに返還されないときは、国民健康保険法施行

規則（昭和３３年厚生省令第５３号。以下「施行規則」という。）第７条の２第１項の

規定による被保険者証の検認を行うものとする。

２ 市長は、前項の検認を行うときは、国民健康保険被保険者証提出通知書（様式第３号

）により被保険者証の提出を求めるものとする。

（資格証明書の交付）

第６条 市長は、被保険者証が返還されたとき又は施行規則第５条の７第２項の規定によ

り返還されたものとみなしたときは、国民健康保険被保険者資格証明書交付通知書（様

式第４号）により通知するとともに、資格証明書を交付するものとする。

（資格証明書の交付措置の解除）

第７条 市長は、資格証明書の交付を受けている世帯主が法第９条第７項に規定するとき

に該当したとき又はその世帯に属する被保険者が同条第８項に規定するときに該当した

ときは、国民健康保険被保険者資格証明書解除通知書（様式第５号）により資格証明書

の返還を求めるとともに、被保険者証を交付するものとする。

（その他）

第８条 この告示に定めるもののほか、資格証明書の交付に関し必要な事項は、市長が別

に定める。

附 則

この告示は、令和５年１２月１日から施行する。

制定の理由

国民健康保険の被保険者間の負担の公平及び公正を図るとともに、国民健康保険税の収

納の確保を図るため、国民健康保険被保険者資格証明書の交付について必要な事項を定め

る要綱です。実体的には「財産があり払えるのに払わない悪質滞納者」を対象とし、世帯

員に未成年者がいる世帯は対象としません。また、運用に際しては対象者ごとに個々の状

況を調査し資格証明書の発行は必要最低限とする予定です。


